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をどのように及ぼすかという点も課題となる。 

    いずれにせよ、同法律は適用事例が乏しく、実務的研究が進んでいないのが現状

である。 

    なお、労組法の団交応諾の義務付けのため労働者性を拡大する方法への方策も考
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    これを受け、２０１８年８月、政府のビジネス・エネルギー・産業戦略省
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